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都道府県農業会議会長　殿
全国農業会議所
会長　二田　孝治
（公印省略）
「贈与税及び相続税の納税猶予に係る農地が非農地となっている場合等の
取扱いについて」の送付について
　謹啓　時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　当会議所の事業推進につきましては、日頃より格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、平成23年度に実施された会計実地検査において、贈与税・相続税の納税猶予の適用を受けた農地の一部が遊休化・非農地化していることが指摘されていたことを受け、この度、農林水産省経営局長名にて平成25年8月1日付け25経営第1379号で「贈与税及び相続税の納税猶予に係る農地が非農地となっている場合等の取扱いについて」が発出されました（別添参照）。
　つきましては、管内の標記の非農地等が存在する農業委員会に早急に周知いただき、遺漏のない対応をお願い申し上げます。
　なお、本件につきましては、平成23年11月7日付け23経営第2099号による農林水産省経営局長通知「遊休農地に関する措置の適切な実施及び農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予制度の運用の適正化について」を踏まえ、当会議所より平成23年11月10日付「遊休農地に関する措置の適切な実施及び贈与税・相続税納税猶予制度の運用の適正化に向けた組織対応について」にて組織対応をお願いしたところでありますが、本通知を受け、農業委員会においては以下の４点に留意しつつ、早急に対応していただきますようお願い申し上げます。
敬具
記
（１）８月末までに、納税猶予が適用されている非農地の所有者に対し、特例農地の一部が非農地となっている者には「別紙１」、特例農地の全てが非農地となっている者には「別紙２」に従い、文書で通知を行う。なお、非農地となっている特例農地を譲渡、貸付、転用(地目変更登記を含む)をした場合には、納税猶予の全部又は一部が打ち切られることについても注意喚起を行う。
（２）引き続き、非農地と判断されていない遊休農地については、遊休農地に関する　　措置を徹底的に実施する。
（３）「別紙１」を発出した非農地についても、納税猶予の期限の確定または所有者　　の死亡等による納税猶予の免除までの間、「適正化管理台帳」で引き続き管理　　を行うとともに、「適正化通知」に基づく定期報告の対象とする。
（４）「判断未了農地」について、今後「非農地」と判断された場合には、遅滞なく「別紙１」または「別紙２」に従い文書で通知するとともに、上記（３）と同様の管理等を行う。
＜送付文書＞
「贈与税及び相続税の納税猶予に係る農地が非農地となっている場合等の取扱いに
 ついて」（平成25年8月1日付け25経営第1379号）
	
	　＜本件に関するお問い合わせ先＞
  全国農業会議所
　農地・組織対策部
　 (TEL:０３－６９１０－１１２３)　または　農政・企画部
　（TEL:０３－６９１０－１１２２)



